
※この法令は廃止されています。

平成二十年総務省令第八十六号

地方法人特別税等に関する暫定措置法施行規則

地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成二十年法律第二十五号）第三十三条、第三十五条及び第四十一条の規定に基づき、地方法人

特別税等に関する暫定措置法施行規則を次のように定める。

（法第三十三条第一項の人口）

第一条　地方法人特別税等に関する暫定措置法（以下「法」という。）第三十三条第一項に規定する最近の国勢調査の結果による人口は、

国勢調査令（昭和五十五年政令第九十八号）によって調査した平成二十七年十月一日現在における人口とする。ただし、当該人口が官報

で公示された後において地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第百七十六条第一項の規定に基づいて都道府県知事が当該都道

府県の人口を告示したときは、その人口とする。

（法第三十三条第一項の従業者数）

第二条　法第三十三条第一項に規定する最近に公表された結果による従業者数は、経済センサス基礎調査規則（平成二十年総務省令第百二

十五号）によって調査した平成二十六年七月一日現在における従業者数とする。ただし、当該従業者数が公表された後において都道府県

の境界にわたって市町村の設置又は境界の変更があったため都道府県の境界に変更があったときは、当該境界変更のあった区域の従業者

数を、当該境界変更のあった区域が従来属していた都道府県については当該都道府県の従業者数から減じたものとして総務大臣が定める

従業者数とし、当該区域が新たに属することとなった都道府県については当該都道府県の従業者数に加えたものとして総務大臣が定める

従業者数とする。

（法第三十三条第二項第一号の算定方法）

第三条　法第三十三条第二項第一号に規定する当該上回る額を基礎として総務省令で定めるところにより算定した額は、当該年度の前年度

の普通交付税の算定に用いられた基準財政収入額が基準財政需要額を上回る都道府県における当該上回る額とする。

２　法第三十三条第二項第一号に規定する第二条の規定を適用しないこととした場合における当該年度の当該都道府県の法人の事業税の収

入額の見込額として総務省令で定めるところにより算定した額は、当該年度の地方財政計画（地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十

一号）第七条に規定する地方団体の歳入歳出総額の見込額に関する書類をいう。以下同じ。）に記載された法人の事業税の収入見込額（以

下「法人事業税の収入見込額」という。）及び当該年度の交付税及び譲与税配付金特別会計の当初予算に計上された地方法人特別税の額

の合算額に、当該年度の前々年度の法人の事業税の収入額の決算額（地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第一条第一項第五号

に規定する標準税率相当分に限る。）（以下この項及び次項において「法人事業税の決算額」という。）の総額に対する当該都道府県の当

該年度の前々年度の法人事業税の決算額の割合を乗じて得た額として総務大臣が算定した額とする。

３　法第三十三条第二項第一号に規定する当該年度の当該都道府県の法人の事業税の収入額の見込額として総務省令で定めるところにより

算定した額は、当該年度の法人事業税の収入見込額に当該年度の前々年度の法人事業税の決算額の総額に対する当該都道府県の当該年度

の前々年度の法人事業税の決算額の割合を乗じて得た額として総務大臣が算定した額とする。

４　法第三十三条第二項第一号に規定する財源超過団体調整額がないものとして前項の規定の例により算定した当該都道府県の譲与額とし

て総務省令で定めるところにより算定した額は、当該年度の地方財政計画に記載された地方法人特別譲与税の収入見込額の二分の一に相

当する額を各都道府県の人口（法第三十三条第一項に規定する各都道府県の人口をいう。）であん分した額及び他の二分の一に相当する

額を各都道府県の従業者数（法第三十三条第一項に規定する各都道府県の従業者数をいう。）であん分した額の合算額とする。

（譲与すべき額の算定に錯誤があった場合の措置）

第四条　地方法人特別譲与税を都道府県に譲与した後において、その譲与額の算定に錯誤があったため、譲与した額を増加し、又は減少す

る必要が生じたときは、当該錯誤があったことを発見した日以後に到来する譲与時期のうち総務大臣が定める譲与時期において、当該都

道府県に譲与すべき額に当該錯誤に係る額を加算し、又は当該譲与すべき額から当該錯誤に係る額を減額するものとする。

２　前項の場合においては、同項の譲与時期において各都道府県に譲与する額は、法第三十四条第三項の規定によって当該譲与時期に譲与

すべき額から前項の加算すべき額を減額し、及びこれに同項の減額すべき額を加算して得た額を当該譲与時期に譲与する法第三十四条第

三項の譲与額として算定した各都道府県に譲与すべき額に相当する額に前項の加算すべき額を加算し、又は当該譲与すべき額に相当する

額から当該減額すべき額を減額して得た額とするものとする。

附　則　抄

（施行期日等）

第一条　この省令は、平成二十年十月一日から施行し、平成二十一年度分の地方法人特別譲与税から適用する。ただし、附則第四条の規定

は、平成二十一年四月一日から施行する。

（平成二十一年度の特例）

第二条　平成二十一年度における第三条第一項の規定の適用については、同項中「都道府県における当該上回る額」とあるのは「都道府県

における当該上回る額から平成二十一年度における法第三十三条第二項第一号に規定する事業税等減収見込額に百分の七十五を乗じて得

た額を控除した額」とする。

２　平成二十一年度における第三条第二項の規定の適用については、同項中「当該年度の地方法人特別税の収入見込額の合算額」とあるの

は「当該年度の地方法人特別税の収入見込額に当該収入見込額に対する当該年度の法第十二条第二項の規定により地方法人特別税として

納付があったものとされる額の見込額の総額の割合として総務大臣が別に定める率を乗じて得た額の合算額」とする。

（平成二十二年度の特例）

第三条　平成二十二年度における第三条第一項に規定する基準財政収入額が基準財政需要額を上回る都道府県における当該上回る額は、同

項の規定にかかわらず、当該上回る額から、第一号に掲げる額から第二号に掲げる額を控除した額に百分の七十五を乗じて得た額を控除

した額とする。

一　当該都道府県の平成二十二年度における法第三十三条第二項第一号に規定する事業税等減収見込額

二　当該都道府県の平成二十一年度における法第三十三条第二項第一号に規定する事業税等減収見込額から、当該都道府県の同年度にお

ける同項第二号に規定する個別財源超過団体調整額を控除し、当該個別財源超過団体調整額に同年度における地方財政計画に記載され

た地方法人特別譲与税の収入見込額に対する当該都道府県の第三条第四項の合算額の割合を乗じて得た額を加えた額

附　則　（平成二〇年一一月二八日総務省令第一二五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（平成二十一年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二三年七月二九日総務省令第一〇八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。
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（地方法人特別税等に関する暫定措置法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　平成二十一年七月二日から公表日の前日までの間にその境界に変更があった都道府県のうち当該境界変更のあった区域が従来属し

ていた都道府県に対する第二条の規定による改正後の地方法人特別税等に関する暫定措置法施行規則（以下「新暫定措置法施行規則」と

いう。）第二条の規定の適用については、同条中「平成二十一年七月一日現在における従業者数」とあるのは、「平成二十一年七月一日現

在における従業者数から、同年七月二日から経済センサス基礎調査規則によって調査した同年七月一日現在における従業者数が公表され

た日の前日までの間に境界変更のあった区域の従業者数を減じたもの」とする。

２　平成二十一年七月二日から公表日の前日までの間にその境界に変更があった都道府県のうち当該境界変更のあった区域が新たに属する

こととなった都道府県に対する新暫定措置法施行規則第二条の規定の適用については、同条中「平成二十一年七月一日現在における従業

者数」とあるのは、「平成二十一年七月一日現在における従業者数に、同年七月二日から経済センサス基礎調査規則によって調査した同

年七月一日現在における従業者数が公表された日の前日までの間に境界変更のあった区域の従業者数を加えたもの」とする。

附　則　（平成二三年一〇月三一日総務省令第一四七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（地方法人特別税等に関する暫定措置法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　平成二十二年十月二日から公示日の前日までの間に都道府県の境界変更があった場合においては、都道府県知事が地方自治法施行

令第百七十六条第一項の規定に基づいて当該境界変更を考慮した平成二十二年十月一日現在における当該都道府県の人口を告示するまで

の間、当該都道府県に対する第二条の規定による改正後の地方法人特別税等に関する暫定措置法施行規則第一条の規定の適用について

は、同条中「当該人口が官報で公示された後において地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第百七十六条第一項の規定に基づ

いて都道府県知事が当該都道府県の人口を告示したときは、その人口」とあるのは、「同年十月二日以後において都道府県の境界にわた

って市町村の設置又は境界の変更があったため都道府県の境界に変更があったときは、当該境界変更のあった区域の人口（地方税法施行

規則及び地方法人特別税等に関する暫定措置法施行規則の一部を改正する省令（平成二十三年総務省令第百四十七号）附則第二条第一項

の規定により読み替えられた後の地方税法施行規則（昭和二十九年総理府令第二十三号）第七条の二の九第一号に規定する境界変更のあ

った区域の人口をいう。）を、当該境界変更のあった区域が従来属していた都道府県については当該都道府県の人口から減じたものとし、

当該区域が新たに属することとなった都道府県については当該都道府県の人口に加えたもの」とする。

附　則　（平成二六年二月二七日総務省令第一〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二八年一月二九日総務省令第四号）

この省令は、平成二十八年二月一日から施行する。

附　則　（平成二八年三月三一日総務省令第三九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、第一条中地方税法施行規則第二条の二第二項及び第六項の改正規定並

びに次条の規定は、平成三十一年一月一日から施行する。

附　則　（平成二八年一〇月三一日総務省令第八八号）

この省令は、平成二十八年十一月一日から施行する。
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